
様式第３（第４条、第６条、第10条、第11条、第15条、第41条関係）
事業収支見積書
収益及び費用

項 目 年 度 備 考

託 送 収 益

電 灯 料

想定需要（百万kWh）

単位（円／kWh）

電 力 料

想定需要（百万kWh）

単位（円／kWh）

そ の 他 の 収 益

当期経常収益合計

キャッシュ・フロー

項 目 年 度 備 考

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出

固定資産の売却による収入

そ の 他 の 増 減 額

財務活動によるキャッシュ・フロー

借 入 金 の 増 減 額

社 債 の 増 減 額

株式の発行による収入

配 当 金 の 支 払 額

そ の 他 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

送 電 費

変 電 費

配 電 費

そ の 他 の 費 用

当期経常費用合計

法 人 税 等

当 期 純 利 益

平
成


年

月

日
金
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報

 ガスタービンを原動力とする設備
ガスタービンの種類、出力、回転数及び台数
燃料の種類及び標準発熱量

 内燃力を原動力とする設備
内燃機関の種類、出力、回転数及び台数
燃料の種類及び標準発熱量

 原子力設備
原子炉の型式、熱出力及び基数
燃料の種類、初期濃縮度、燃焼率及び装荷量
原子炉圧力容器の種類、圧力、温度及び台数
蒸気発生器の種類、容量、圧力、温度及び台数
原子炉の制御方式
原子炉格納施設の種類及び圧力
蒸気タービンの種類、出力、主蒸気止め弁の入口の圧力及び温度、再熱蒸気止め弁の入口
の圧力及び温度、回転数並びに台数

ハ 電気設備
発電機の種類、容量、電圧、相、周波数、回転数及び台数
変圧機の種類、容量、電圧、相、周波数及び台数
周波数変換機器又は整流機器の種類、容量又は出力、電圧、相、周波数及び台数

５ 工事の工程
６ 工事費の概要
備考 １ 工事の概要は、主要設備について記載すること。

２ 工事の工程は、送電線路、変電所又は発電所に係る場合に限り、記載すること。
３ 工事費の概算は、電気事業会計規則（昭和40年通商産業省令第57号）の別表第１の勘定科
目の分類により記載すること。
４ 該当事項のない項目は、省略すること。
５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

備考 １ 電灯料及び電力料については法第２条第１項第８号イに定める最終保障供給及び同号ロ
に定める離島供給に係る収益に限る。
２ 法人税等には、法人税等調整額を含むこと。
３ 受取利息及び受取配当金については投資活動によるキャッシュ・フローに、支払利息は
財務活動によるキャッシュ・フローに含めること。
４ 該当事項のない欄は、省略すること。
５ 合併又は分割の日以後十年内の日を含む毎事業年度全ての金額を、１枚で記載すること。
６ 記載すべき金額は百万円単位、想定需要は百万kWhをもって表示すること。
７ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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